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第４次 第５次

348,683 348,683 409,372 409,372

1 総

幼児のこと
ばの教室指
導員派遣事
業

就学前のことばに障
害のある幼児の支
援。

幼児
政
策

3,822
適切に指導を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,817 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

1

幼児のこと
ばの教室指
導員派遣事
業

幼児のことば
の教室への指
導員の派遣及
び庶務

講師の派遣日
数
（年間）

202日 202日 3,822

幼児のことば
の教室への指
導員の派遣及
び庶務

講師の派遣日
数
（年間）

202日 3,817
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

幼児のこと
ばの教室指
導員派遣事
業

指導員の給与
事務

対象者 ２人 ２人
指導員の給与
事務

対象者 2人 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
給与の支払い事務
に、非常勤嘱託職員
を活用する

予算
なし

2 総
日本語指導
協力者派遣
事業

外国籍の児童生徒の
日本語指導を行い学
校及び社会への適応
を図る。

児童生
徒

政
策

6,212
適切に指導を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,535 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
日本語指導
協力者派遣
事業

日本語指導協
力者の派遣及
庶務

派遣時間数
（年間）

1820時
間

2053時
間

6,212
日本語指導協
力者の派遣及
庶務

派遣時間数
（年間）

1820時
間

5,535
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
日本語指導
協力者派遣
事業

日本語指導協
力者の給与事
務

対象者 ６人 １０人
日本語指導協
力者の給与事
務

対象者 7人 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
外国人英語
指導助手配
置事業

外国人を配置し児童
生徒の英語による実
践的なコミュニケー
ション能力を高め
る。

児童生
徒

政
策

外国人英語
指導助手配
置事業

外国人英語
指導助手配
置事業

25,230
適切に指導を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 29,470 #
外国人英語指
導助手配置事
業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

3
外国人英語
指導助手配
置事業

外国人英語指
導助手の配置
業務

小・中学校に
外国人を配置
のべ日数

年間
1050
日、小・
中学校に
配置す
る。

1050日 25,230
外国人英語指
導助手の配置
業務

小・中学校に
外国人を配置
のべ日数

年間
1225
日、小・
中学校に
配置す
る。

29,470 #
外国人英語指
導助手配置事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

4 総
ふれあい補
助員派遣事
業

主に特別な配慮を必
要とする通常級の児
童生徒への支援を行
う。

児童生
徒

政
策

ふれあい補
助員等派遣
事業

ふれあい補
助員等派遣
事業

61,219
適切に支援を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 95,991 7
ふれあい補助
員派遣事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

4
ふれあい補
助員派遣事
業

ふれあい補助
員派遣事業

小・中学校に
ふれあい補助
員の派遣人数

６６人 ６７人 61,219
ふれあい補助
員派遣事業

小・中学校に
ふれあい補助
員の派遣人数

１０２名 94,860 7
ふれあい補助
員派遣事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

ふれあい補助員を増
員し、特別支援教育
体制のさらなる充実
を図る

増
や
す

4
ふれあい補
助員派遣事
業

ふれあい補助
員派遣事業

派遣補助員給
与事務等

６６人 ６７人
ふれあい補助
員派遣事業

派遣補助員給
与事務等

１０２人 1,131 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
給与の支払い事務
に、非常勤嘱託職員
を活用する

維持

5 総
小学校英語
活動アドバ
イザー事業

小学校英語活動の効
果的な実施を図るた
め、アドバイザーを
派遣する

小学校
政
策

小学校英語
活動アドバ
イザー事業

適切に指導を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7,000 #
小学校英語活
動アドバイ
ザー派遣事業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
小学校英語
活動アドバ
イザー事業

アドバイザー
の派遣事業

派遣校 １８校 7,000
小学校英語活
動アドバイ
ザー派遣事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 維持

5
小学校英語
活動アドバ
イザー事業

アドバイザー
の給与事務

アドバイザー
の給与事務

１５人 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
給与の支払い事務
に、非常勤嘱託職員
を活用する

維持

6 総
学校教育の
充実・指導
事業

学校教育に関わる研
修等を実施し学校教
育の充実を図る。

教員・
児童生

徒

内
部

5,940
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 5,737 #
保・幼・小・
中の教育連携

現状維
持

なし 維持

6
学校教育の
充実・指導
事業

児童生徒体育
文化大会参加
祝金の交付

交付対象者の
人数

１２０人 ４３人 298
児童生徒体育
文化大会参加
祝金の交付

交付対象者の
人数

１２０人 700
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課
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348,683 348,683 409,372 409,372
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

6
学校教育の
充実・指導
事業

その他学校教
育の指導に関
する図書の購
入及び負担金
の交付等

負担金の対象
団体数

４団体 ３団体 4,147

その他学校教
育の指導に関
する図書の購
入及び負担金
の交付等

負担金の対象
団体数

４団体 4,202
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
学校教育の
充実・指導
事業

幼児教育研修
会

研修会 ２回 ２回 50
幼児教育研修
会

研修会 2回 60 #
保・幼・小・
中の教育連携

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
学校教育の
充実・指導
事業

学校評価
学校評議員へ
の謝礼

３１校 ３１校 760 学校評価
学校評議員へ
の謝礼

３１校 775
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
学校教育の
充実・指導
事業

小学校英語活
動事業

拠点校活動回
数

３５回 ７０回 685

701 総
新・茅の響
きあい教育
プラン事業

新・茅の響きあい教
育プランの策定

児童生
徒

政
策

新・茅の響
きあい教育
プラン策定
事業

目標とした期限まで
に事業を行い、成果
が出ている。

Ａ

701
新・茅の響
きあい教育
プラン事業

教育基本計画
へのシフト作
業

学校教育に関
わる部分の素
案作り

３月末 ３月末

7 総
創意工夫教
育事業

学校活動の支援
児童生

徒
内
部

適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ #
創意工夫教育
支援事業

現状維
持

なし
予算
なし

7
創意工夫教
育事業

教育活動の支
援

対象校 ３１校 ３１校
教育活動の支
援

対象校 ３１校 #
創意工夫教育
支援事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
教育情報
ネットワー
ク事業

教育情報の共有と活
用により教育指導の
充実のため教育情報
ネットワークを構築
する。

児童生
徒

政
策

教育情報
ネットワー
クの構築

教育情報
ネットワー
クの構築

9,565
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 14,759 9
教育情報ネッ
トワーク事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

9
教育情報
ネットワー
ク事業

教育用イント
ラの活用

対象箇所 ３４箇所 ３４箇所 8,077
教育用イント
ラの活用

対象箇所 ３４箇所 13,270 9
教育情報ネッ
トワーク事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
配信コンテンツの導
入

増
や
す

8
教育情報
ネットワー
ク事業

ネットワーク
の維持管理

対象箇所 ３４箇所 ３４箇所 1,488
ネットワーク
の維持管理

対象箇所 ３４箇所 1,489 9
教育情報ネッ
トワーク事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
保守管理については
業者に委託している

維持

9 総
教職員用パ
ソコン配備
運営事業

市立小中学校の教職
員用パソコンの配備

教職員
政
策

適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
教職員用パ
ソコン配備
運営事業

教育用パソコ
ン運用に関す
る整備・検討

実施回数 ３回 ２回
教育用パソコ
ン運用に関す
る整備・検討

実施回数 ３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

就学指導及び特別支
援学級の遠足に関す
る事業

児童生
徒

義
務

2,505
目標とした期限まで
に事業を行い、成果
が出ている。

Ａ 4,764 拡大 なし
増
や
す

10

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

階段昇降機の
管理。

階段昇降機の
活用

６台 ６台 239
階段昇降機の
管理。

階段昇降機の
活用

６台 372
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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348,683 348,683 409,372 409,372
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

10

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

就学指導委員
会の実施。そ
の他庶務

委員会の開催
日数

８回 ９回 384
就学指導委員
会の実施。そ
の他庶務

委員会の開催
日数

８回 1,493
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

特別支援学級
児童生徒の遠
足の実施

遠足の回数 各１回 各１回 318
特別支援学級
児童生徒の遠
足の実施

遠足の回数 各１回 530
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

宿泊行事に係
る介助員の派
遣

介助員数 ２１人 １９人 428
宿泊行事に係
る介助員の派
遣

介助員数 26人 993
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

10

特別支援教
育に関する
支援事業
（小・中合
同）

主に特別支援
学級の児童生
徒の温水プー
ルや福祉施設
への送迎等

交流送迎バス
活用回数

３４回 ３２回 1,136

主に特別支援
学級の児童生
徒の温水プー
ルや福祉施設
への送迎等

交流送迎バス
活用回数

39回 1,376
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
特別支援学
級増設事業

特別支援学級を増設
し、特別支援教育の
充実を図る

児童生
徒

政
策

特別支援学
級増設事業

適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6
特別支援学級
増設事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
特別支援学
級増設事業

増設検討委員
会の協議

検討委員会の
実施

３回 ３回
増設検討委員
会の協議

検討委員会の
実施

３回 6
特別支援学級
増設事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
特別支援学
級増設事業

人件費、設
備、備品、消
耗品等の検討

必要経費の資
料作成

９月末 ３月末
人件費、設
備、備品、消
耗品等の検討

必要経費の資
料作成

９月末 6
特別支援学級
増設事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
通級指導教
室の増設事
業

通級による特別支援
教育の充実を図る

児童生
徒

政
策

通級指導教
室の増設事
業

6
特別支援学級
増設事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

12
通級指導教
室の増設事
業

増設検討委員
会の協議

検討委員会の
実施

３回 6
特別支援学級
増設事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
ふれあい教
育推進事業

学校内外の活動の充
実を図るため地域の
指導協力者の派遣を
行う

児童生
徒・地
域住民

政
策

地域教育力
活用事業

2,314
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,475 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

13
ふれあい教
育推進事業

地域指導者へ
の謝礼（図書
カード）の交
付等

申請回数 １４回 １４回 2,314

地域指導者へ
の謝礼（図書
カード）の交
付等

申請回数 １４回 2,407 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
謝礼の交付事務に、
非常勤嘱託職員を活
用する

維持

13
ふれあい教
育推進事業

（活動セルを
分割）
地域連携実践
研究校

研究校 ４校 68
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
読書活動指
導協力者派
遣事業

効果的な読書活動の
推進を図るため指導
協力者を派遣する

児童
義
務

地域教育力
活用事業

地域教育力
活用事業 756

適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,080
現状維

持
なし 維持

14
読書活動指
導協力者派
遣事業

読書活動指導
協力者派遣事
業

読書活動指導
協力者の派遣
校の数

１３校 １３校 756
読書活動指導
協力者派遣事
業

読書活動指導
協力者の派遣
校の数

18校 1,080 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
謝礼の交付事務に、
非常勤嘱託職員を活
用する

維持

15 総
中学校部活
動指導協力
者派遣事業

各学校の必要に応じ
て専門的な技術を要
する指導協力者を派
遣し、部活動の活性
化を図る

生徒
内
部

地域教育力
活用事業

4,866
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,760
現状維

持
有り 維持
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②
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15
中学校部活
動指導協力
者派遣事業

部活動指導協
力者謝礼

部活動指導協
力者の派遣回
数

120回 120回 4,866
部活動指導協
力者謝礼

部活動指導協
力者の派遣回
数

120回 4,760 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
謝礼の交付事務に、
非常勤嘱託職員を活
用する

維持

16 総

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

小学校特別支援学級
に関する介助員及び
通常級介助員の派遣
による生活指導の援
助

児童
義
務

特別支援学
級介助員事
業及び通常
級介助員派
遣事業

11,413
適切に支援を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 452 7
ふれあい補助
員派遣事業

拡大 なし
増
や
す

16

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

特別支援学級
介助員の派遣
及び副読本等
の購入

介助員の人数 ５人 ６人 6,194
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

通常級介助員
の派遣事業

対象児童の人
数

８人 ７人 5,024
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

特別支援学級
研修会の謝礼

特別支援学級
及びことばの
教室関係教職
員の研修会の
実施

７回 ８回 195
特別支援学級
研修会の謝礼

特別支援学級
及びことばの
教室関係教職
員の研修会の
実施

８回 200 7
ふれあい補助
員派遣事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

（活動セルを
分割）
副読本購入

対象児童 ６３人 252 7
ふれあい補助
員派遣事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

16

小学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

特別支援学級
介助員・通常
級介助員の給
与事務

給与対象者 １４人 １３人 済
必
要

不
可

不
可

無 なし

17 総
小学校教育
振興関係事
業

小学校の学校教育振
興及び指導に係る経
費

市立小
学校・
児童

政
策

ふれあい教
員等派遣事
業

7,758
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,298 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
小学校教育
振興関係事
業

学校における
研修会、市の
推薦研究の経
費及び改正に
伴う教師用教
科書（追加）
の購入等

研究発表校の
「紀要」の作
成対象校数

小学校２
校

小学校２
校

2,515

学校における
研修会、市の
推薦研究の経
費及び改正に
伴う教師用教
科書（追加）
の購入等

研究発表校の
「紀要」の作
成対象校数

小学校２
校

4,298
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
小学校教育
振興関係事
業

ふれあい教員
派遣事業

派遣校 ３校 ３校 5,243

18 総

小学校教育
用パソコン
配備運営事
業

教育用パソコンを配
備し情報教育の推進
を図る

児童
義
務

学校教育用
パーソナル
コンピュー
タ配備事業

学校教育用
パーソナル
コンピュー
タ配備事業

67,587
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 84,841 8

教員用パーソ
ナルコン
ピュータ配備
事業

拡大 なし
増
や
す

18

小学校教育
用パソコン
配備運営事
業

小学校教育用
パソコン教室
用消耗品・通
信運搬費・
リース料等

修理が必要と
なった場合の
対応日数

２００日 ２００日 67,587

小学校教育用
パソコン教室
用消耗品・通
信運搬費・
リース料等

修理が必要と
なった場合の
対応日数

１９９日 84,841 8

教員用パーソ
ナルコン
ピュータ配備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

19 総

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

中学校特別支援学級
に関する介助員及び
通常級介助員の派遣
による生活指導の援
助

生徒
義
務

特別支援学
級介助員事
業及び通常
級介助員派
遣事業

5,983
適切に支援を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 276 7
ふれあい補助
員派遣事業

拡大 なし
増
や
す

19

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

中学校の特別
支援学級に関
わる経費

介助嘱託職員
の数

４人 ４人 4,527
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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③
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③
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②
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19

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

通常級介助員
の派遣事業

通常級の肢体
障害児童の介
助支援対象児
童数

４人 ２人 1,426
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

特別支援学級
関係教職員の
研修会の実施

特別支援学級
関係教職員の
研修会の回数

１回 １回 30
特別支援学級
関係教職員の
研修会の実施

特別支援学級
関係教職員の
研修会の回数

１回 30 7
ふれあい補助
員派遣事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

副読本の購入 対象生徒数 ３４人 ４１人
（活動セルを
分割）
副読本購入

対象生徒数 ４３人 246 7
ふれあい補助
員派遣事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

19

中学校特別
支援学級介
助員及び通
常級介助員
の派遣事業

特別支援学級
介助員・通常
級介助員の給
与事務

給与対象者 ６人 ６人 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
中学校教育
振興関係事
業

中学校の学校教育振
興及び指導に係る経
費

市立中
学校・
生徒

政
策

ふれあい補
助員派遣事
業

2,907
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,823 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
中学校教育
振興関係事
業

教科書改訂に
伴う教師用教
科書等の購入
及び推薦研究
費用等の執行

研究発表校の
「紀要」の作
成対象校数

１校 １校 2,907

教科書改訂に
伴う教師用教
科書等の購入
及び推薦研究
費用等の執行

研究発表校の
「紀要」の作
成対象校数

１校 1,823
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21 総

中学校教育
用パソコン
配備運営事
業

教育用パソコンを配
備し情報教育の推進
を図る。

生徒
義
務

学校教育用
パーソナル
コンピュー
タ配備事業

学校教育用
パーソナル
コンピュー
タ配備事業

69,214
適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 67,654
現状維

持
有り 維持

21

中学校教育
用パソコン
配備運営事
業

中学校教育用
パソコン教室
用消耗品・通
信運搬費・
リース料等

修理が必要と
なった場合の
対応日数

２０２日 ２００日 69,214

中学校教育用
パソコン教室
用消耗品・通
信運搬費・
リース料等

修理が必要と
なった場合の
対応日数

１９９日 67,654
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22 １３校リース替え 維持

22 総

学校訪問
（計画・要
請・機会訪
問）

学習指導、児童生徒
指導をはじめとする
学校教育活動全般の
充実を図る。

小中学
校

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1 学校訪問
現状維

持
なし

予算
なし

22

学校訪問
（計画・要
請・機会訪
問）

教育に関する
事項について
の実践上の諸
問題ならびに
研究課題につ
いて、研究協
議をする。

学校を訪問
し、授業等に
関して研究協
議を行う対象
校数

小学校８
校、中学
校６校

小学校８
校、中学
校６校

教育に関する
事項について
の実践上の諸
問題ならびに
研究課題につ
いて、研究協
議をする。

学校を訪問
し、授業等に
関して研究協
議を行う対象
校数

小学校８
校、中学
校６校

1 学校訪問
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22

学校訪問
（計画・要
請・機会訪
問）

学習評価
（№36より移
管）

教職員を対象
とし、その充
実をはかるた
めの講習会開
催回数

１回 1 学校訪問
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
学校経営研
究会

学校運営と管理の適
正化及び教育活動の
充実を図る。

小中学
校長

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

23
学校経営研
究会

主体的学校運
営の推進のた
め、研究

研究回数 ７回 ７回
主体的学校運
営の推進のた
め、研究

研究回数 ７回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
教育指導課
関係事業連
絡協議会

教育指導における諸
事業の円滑な推進を
図る。

小中学
校長

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし
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③
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③
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②
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24
教育指導課
関係事業連
絡協議会

教育指導課関
係事業連絡協
議会の実施及
び書類作成等

現職教育関連
事業を円滑及
び効率化のた
めの連絡会実
施回数

１回 １回

教育指導課関
係事業連絡協
議会の実施及
び書類作成等

現職教育関連
事業を円滑及
び効率化のた
めの連絡会実
施回数

１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
小中教頭連
絡会

教育指導における諸
事業の円滑な推進を
図る。

小中学
教頭

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

25
小中教頭連
絡会

小中教頭連絡
会の実施及び
書類の作成等

課の事業計
画・研修計画
の周知を行う
回数

２回 ２回
小中教頭連絡
会の実施及び
書類の作成等

課の事業計
画・研修計画
の周知を行う
回数

２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総
全県・湘三
指導主事会
議

新しい教育情報の入
手と指導主事の資質
の向上を図る。

指導主
事

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

26
全県・湘三
指導主事会
議

全県・湘三指
導主事会議へ
の参加

会議回数 ８回 ８回
全県・湘三指
導主事会議へ
の参加

会議回数 ８回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総
文部科学
省・県の指
定研究

指導の改善・充実を
図るとともにその成
果を地域及び県内の
学校に反映させる。

児童生
徒、教
職員

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

27
文部科学
省・県の指
定研究

文部科学省・
県の指定研究

文科省・県等
の指定研究の
支援を行う対
象校数

２校 ５校
文部科学省・
県の指定研究

文科省・県等
の指定研究の
支援を行う対
象校数

４校
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28 総
小学校教育
課程編成研
究協議会

各学校において、創
造的な教育課程を編
成するため。

校長・
教頭及
び教師

内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ #
教育課程編成
研究協議会

現状維
持

なし
予算
なし

28
小学校教育
課程編成研
究協議会

小学校教育課
程編成研究協
議会

創造的な教育
課程の編成の
ための研究協
議を行う回数

３回 ３回
小学校教育課
程編成研究協
議会

創造的な教育
課程の編成の
ための研究協
議を行う回数

３回 #
教育課程編成
研究協議会

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29 総
中学校教育
課程編成研
究協議会

各学校において、創
造的な教育課程を編
成するため。

校長・
教頭及
び教師

内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ #
教育課程編成
研究協議会

現状維
持

なし
予算
なし

29
中学校教育
課程編成研
究協議会

中学校教育課
程編成研究協
議会

創造的な教育
課程の編成の
ための研究協
議を行う回数

３回 ３回
中学校教育課
程編成研究協
議会

創造的な教育
課程の編成の
ための研究協
議を行う回数

３回 #
教育課程編成
研究協議会

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
児童指導担
当者研究会

児童指導担当者の資
質の向上を図る。

小学校
担当者

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2
児童・生徒指
導

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

30
児童指導担
当者研究会

児童指導担当
者研究会

情報交換・研
究協議会を行
い担当者の資
質向上を図る
回数

３回 ４回
児童指導担当
者研究会

情報交換・研
究協議会を行
い担当者の資
質向上を図る
回数

４回 2
児童・生徒指
導

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
生徒指導担
当者研究会

生徒指導担当者の資
質の向上を図る。

中学校
担当者

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2
児童・生徒指
導

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

31
生徒指導担
当者研究会

生徒指導担当
教員研究会

情報交換・研
究協議会を行
い担当者の資
質向上を図る
回数

５回 ５回
生徒指導担当
教員研究会

情報交換・研
究協議会を行
い担当者の資
質向上を図る
回数

５回 2
児童・生徒指
導

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 総
英語教育研
究協議会

小中学校における国
際・英語教育の推進
を図る。

小中学
校

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし
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32
英語教育研
究協議会

英語教育研究
協議会

国際・英語教
育のあり方に
ついて研究協
議の回数

年間３回 年間３回
英語教育研究
協議会

国際・英語教
育のあり方に
ついて研究協
議の回数

年間３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 総
市庁舎見学
事業

市役所の働きについ
ての学習を推進す
る。

小学校
児童

政
策

適切に事業を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

33
市庁舎見学
事業

市庁舎見学事
業

小学３年生を
対象とした市
庁舎見学を支
援する対象校
数

１２校 １２校
市庁舎見学事
業

小学３年生を
対象とした市
庁舎見学を支
援する対象校
数

１２校 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総
教育用パソ
コンに関す
る会議等

教育用パソコンの適
切な運用を推進す
る。

小中学
校

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

34
教育用パソ
コンに関す
る会議等

校内パソコン
委員会及び配
備検討委員会

パソコン配備
に伴った諸問
題、影響につ
いて検討協議
を行う回数

４回 ４回
校内パソコン
委員会及び配
備検討委員会

パソコン配備
に伴った諸問
題、影響につ
いて検討協議
を行う回数

４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

701 総 学習評価
各学校の評価をより
客観的で公正なもの
とする。

小中学
校

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

701 学習評価 学習評価

教職員を対象
とし、その充
実をはかるた
めの講習会開
催回数

１回 1回 №23へ統合

35 総

文部省、
県、湘南三
浦教育事務
所経由の照
会・回答通
知等の処理

学習活動の充実及び
情報の統一化。

小中学
校

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

35

文部省、
県、湘南三
浦教育事務
所経由の照
会・回答通
知等の処理

担当指導主事
による文部
省、県、湘南
三浦教育事務
所経由の照
会・回答通知
等の処理

情報統一を図
る対象校の数

３１校 ３１校

担当指導主事
による文部
省、県、湘南
三浦教育事務
所経由の照
会・回答通知
等の処理

情報統一を図
る対象校の数

３１校 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36 総 就学相談

保護者と相談を進め
る中で障害のある子
どもの適正な就学を
支援する。

障害児
の保護

者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 拡大 なし
予算
なし

36 就学相談 就学相談 相談件数 107件 133件 就学相談 相談件数 140
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37 総
特別支援教
育研究会

障害児教育に関する
資質の向上を図る。

小中学
校教員

政
策

20
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 30 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37
特別支援教
育研究会

特別支援教育
研究協議会

協議会の開催
（年間）

１回 １回 20
特別支援教育
研究協議会

協議会の開催
（年間）

１回 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38 総
健康教育推
進委員会

喫煙・飲酒・薬物乱
用防止教育並びに
性・エイズ教育、食
教育等の健康教育の
充実を図る。

校長・
教頭代
表及び
各委員

内
部

30
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 30
現状維

持
なし 維持
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38
健康教育推
進委員会

健康教育推進
委員会

食育の健康教
育も含めた研
修等の実施回
数

４回 ２回 30
健康教育推進
委員会

食育の健康教
育も含めた研
修等の実施回
数

４回 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

39 総
防災対策会
議

学校の防災意識の高
揚を図る。

小中学
校長及
び担当
職員

内
部

30
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 30
現状維

持
なし 維持

39
防災対策会
議

防災対策会議

学校の防災意
識の高揚を図
るため協議会
を行う回数
（年間）

１回 １回 30 防災対策会議

学校の防災意
識の高揚を図
るため協議会
を行う回数
（年間）

１回 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40 総
普通救命講
習会

水泳指導時の安全の
確保を図る。

小中学
校教員

義
務

172
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 0
現状維

持
なし

予算
なし

40
普通救命講
習会

講習会開催校
数

対象校 １８校 １８校
講習会開催校
数

対象校 １８校
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40
普通救命講
習会

救急法講習会
訓練用ＡＥＤ
の購入

２台 ２台 172

41 総
学校行事関
連事業

各小中学校の行事予
定表の把握及び管理

学校長
義
務

354
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 376
現状維

持
なし 維持

41
学校行事関
連事業

学校行事等各
種届け出・申
請の受理、承
認

対象校 ３１校 ３１校

学校行事等各
種届け出・申
請の受理、承
認

対象校 ３１校 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41
学校行事関
連事業

文化的行事に
伴う市民文化
会館の使用手
続き

中学校の合唱
祭の会場の確
保等の対象校
数

１２校 １２校 354

文化的行事に
伴う市民文化
会館の使用手
続き

中学校の合唱
祭の会場の確
保等の対象校
数

１２校 376
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

42 総

茅ヶ崎市教
科用図書採
択検討委員
会

教科図書の採択に向
けて調査研究を行う

検討委
員・教
職員

義
務

18
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 596
現状維

持
なし 維持

42

茅ヶ崎市教
科用図書採
択検討委員
会

茅ヶ崎市教科
用図書採択検
討委員会

検討委員会の
実施回数

３回 １回 18
茅ヶ崎市教科
用図書採択検
討委員会

検討委員会の
実施回数

３回 596
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

43 総
教科書給与
事務担当者
会

教科書の無償給与の
報告及び補助教材の
適正な使用を図る。

各担当
者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

43
教科書給与
事務担当者
会

補助教材の管
理事務

補助教材の適
正な使用を図
るための会議
開催回数

１回 １回
補助教材の管
理事務

補助教材の適
正な使用を図
るための会議
開催回数

１回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
教科書給与
事務担当者
会

教科書の無償
給与に関する
事務

無償給与教科
書の報告書の
事務処理説明
会回数

３回 ３回
教科書の無償
給与に関する
事務

無償給与教科
書の報告書の
事務処理説明
会回数

３回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
教科書給与
事務担当者
会

教師用教科
書、指導書及
び資料の購入
事務

教師用教科
書・指導書・
資料等の計画
的な購入を図
るための会議
回数

３回 ３回

教師用教科
書、指導書及
び資料の購入
事務

教師用教科
書・指導書・
資料等の計画
的な購入を図
るための会議
回数

３回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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③
成
果
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方向性

改善の内容

⑤
そ
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他

③
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間
活
用

②
直
営
の

必
要
性
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今後の事業展開

教育指導課

改善
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（年
度）

手法の
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予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

44 総
教育研究会
等交付金事
業

その他教育研究所の
目的達成に必要なこ
と。

教職員
政
策

5,344

交付金を適切に執行
し，学校教育の研究
活動に成果が出てい
る。

Ａ 5,344 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

44
教育研究会
等交付金事
業

教育研究会大
会等の開催に
係る負担金執
行

負担金の回数 １回 ２回 31

教育研究会大
会等の開催に
係る負担金執
行

負担金の回数 ２回 31
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44
教育研究会
等交付金事
業

小・中学校研
究会等への補
助金執行

交付金の回数 ３回 ３回 5,313
小・中学校研
究会等への補
助金執行

交付金の回数 ３回 5,313
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44
教育研究会
等交付金事
業

補助金等執行
手続き（含要
項改正）

交付団体の数 ３団体 ３団体
補助金等執行
手続き（含要
項改正）

交付団体の数 ３団体 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
教育研究会
等交付金事
業

補助金等執行
及び精算

予算調整・執
行状況調査の
回数

３回×３
団体

３回×３
団体

補助金等執行
及び精算

予算調整・執
行状況調査の
回数

３回×３
団体

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45 総
教育研究所
管理業務

教育研究所の管理及
び目的達成に必要な
こと。

教職員
等

内
部

2,913
適切に業務執行し，
成果が出ている。 Ａ 4,343 拡大 有り

増
や
す

45
教育研究所
管理業務

教育研究所運
営に係る経費

教育研究資料
等の整備率

１００％ 1 2,327
教育研究所運
営に係る経費

教育研究資料
等の整備率

１００％ 3,767
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45
教育研究所
管理業務

研修研究活動
推進に係る経
費

研修研究活動
環境の整備率

１００％ １００％ 318
研修研究活動
推進に係る経
費

研修研究活動
環境の整備率

１００％ 319
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45
教育研究所
管理業務

教育関係資
料・物品等の
貸出

貸出回数 ５０回 ５０回
教育関係資
料・物品等の
貸出

貸出回数 ５０回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45
教育研究所
管理業務

教育研究会等
の会議室使用
調整

調整回数 ５０回 ５０回
教育研究会等
の会議室使用
調整

調整回数 ５０回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45
教育研究所
管理業務

小・中学校教
職員等の自主
的な研究・研
修の場の提供

休業中を除
く、毎週金曜
日の開所時間
を２１時まで
延長した時間
数

１４０時
間

１４０時
間

204

小・中学校教
職員等の自主
的な研究・研
修の場の提供

休業中を除
く、毎週金曜
日の開所時間
を２１時まで
延長した時間
数

１４０時
間

206 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

社会教育関係者等の
研究・研修の場とし
て拡充していく
その際。非常勤嘱託
員を活用する

増
や
す

45
教育研究所
管理業務

全国、全県の
教育研究諸機
関との連携を
図り、研究等
を推進

教育研究の充
実のために加
入している団
体数

３団体 ３団体 64

全県の教育研
究諸機関等と
の連携を図
り、研究等を
推進

教育研究の充
実のために加
入している団
体数

１団体 51
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46 総
調査研究事
業

学校教育・社会教育
の調査研究に関する
こと。

職員等
政
策

827

学校教育の領域では
成果を出している
が，社会教育では活
動指標が達成できて
いない。

Ａ 1,184 5
教職員研修・
研究

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

46
調査研究事
業

「茅の響きあ
い教育プラ
ン」の具現化
に向けた、学
校の特色ある
教育のあり方
の調査研究

特色ある学校
教育のあり方
について調査
研究回数

10人×
10回

10人×
11回

104

「茅の響きあ
い教育プラ
ン」の具現化
に向けた、学
校の特色ある
教育のあり方
の調査研究

特色ある学校
教育のあり方
について調査
研究回数

1２人×
10回

250 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23

教育基本計画の施策
に関する社会教育の
基礎調査及び研究を
実施する

増
や
す

46
調査研究事
業

広く茅ヶ崎の
歴史の調査研
究を推進し、
授業に生かせ
る資料・教材
づくりの調査
研究

茅ヶ崎教育史
の調査研究に
よる授業資
料・教材作成
等の回数

4人×８
回

4人×９
回

104

広く茅ヶ崎の
歴史の調査研
究を推進し、
授業に生かせ
る資料・教材
づくりの調査
研究

茅ヶ崎教育史
の調査研究に
よる授業資
料・教材作成
等の回数

２人×８
回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23

教育基本計画の施策
に関する社会教育の
基礎調査及び研究を
実施する

増
や
す
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46
調査研究事
業

小・中学校９
年間を見通し
た実践的研究
の推進による
学習指導改善

「わたしたち
（私）の茅ヶ
崎」の活用に
向けた調査研
究回数

6人×10
回

6人×8
回

104

小・中学校９
年間を見通し
た実践的研究
の推進による
学習指導改善

「わたしたち
（私）の茅ヶ
崎」の活用に
向けた調査研
究回数

４人×８
回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
調査研究事
業

児童・生徒一
人ひとりの
ニーズに応じ
た教育活動展
開等のあり方
の調査研究

「生命を尊重
する心」等の
効果的教育活
動展開に係る
調査研究回数

6人×10
回

6人×8
回

103

児童・生徒一
人ひとりの
ニーズに応じ
た教育活動展
開等のあり方
の調査研究

「生命を尊重
する心」等の
効果的教育活
動展開に係る
調査研究回数

８人×
10回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
調査研究事
業

児童・生徒一
人ひとりの
ニーズに応じ
た教育活動展
開等のあり方
の調査研究

「キャリア教
育」の効果的
教育活動展開
に係る調査研
究回数

6人×10
回

6人×11
回

103

児童・生徒一
人ひとりの
ニーズに応じ
た教育活動展
開等のあり方
の調査研究

「茅ヶ崎の子
ども達の学校
生活の様子」
に係る基礎研
究回数

２人×８
回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 23

教育基本計画の施策
に関する社会教育の
基礎調査及び研究を
実施する

増
や
す

46
調査研究事
業

直面する教育
課題について
調査研究を推
進し、課題解
決の一助とす
る

ＩＣＴ活用の
授業等、日々
の教育実践課
題解決に向け
た調査研究回
数

6人×10
回

6人×12
回

103

直面する教育
課題について
調査研究を推
進し、課題解
決の一助とす
る

「ＩＣＴ活用
授業づくり」
の教育情報に
係る調査研究
回数

6人×10
回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
調査研究事
業

直面する教育
課題について
調査研究を推
進し、課題解
決の一助とす
る

授業づくり・
授業改善等の
方策調査研究
回数

6人×10
回

6人×15
回

103
教科領域に係
る調査研究

授業づくり・
授業改善等の
方策調査研究
回数

6人×10
回

117 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
調査研究事
業

教科領域に係
る調査研究

「授業研究」
のあり方や実
践方法に係る
調査研究回数

8人×10
回

116 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
調査研究事
業

教育研究所調
査研究発表会
等の開催

開催に係る実
行委員会活動
等の回数

20人×
３回

6人×３
回

103
教育研究所調
査研究発表会
等の開催

開催に係る実
行委員会活動
等の回数

５人×３
回

116 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
発表会参加者に社会
教育関係者を加え，
実施する

増
や
す

46
調査研究事
業

調査研究推進
委員会の開催

開催回数
16人×
２回

10人×2
回

調査研究推進
委員会の開催

開催回数
１０人×
２回 5

教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46
調査研究事
業

茅ヶ崎地区教
育研究会等と
の連絡調整

調整回数
１０回×
３団体

１０回×
３団体

茅ヶ崎地区教
育研究会等と
の連絡調整

調整回数
１０回×
３団体 5

教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46
調査研究事
業

研究機関等の
調査研究情報
収集

収集回数 ２０回 ２０回
研究機関等の
調査研究情報
収集

収集回数 ２０回 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47 総
研修講座事
業

教育に関する研修及
び講演に関するこ
と。

職員等
政
策

教職員研
修・研究

3,578

学校教育関係職員を
対象として大きな成
果を出しているが，
社会教育関係者及び
市民を対象として事
業の改善が必要であ
る。

Ａ 3,900 5
教職員研修・
研究

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

47
研修講座事
業

教育課題の解
決に向け教職
員や市民に、
今日的教育に
ついて広い視
野に立って考
える場の提供

教育講演会等
の開催回数

１回×
150人

１回×
127人

70

教育課題の解
決に向け教職
員や市民に、
今日的教育に
ついて広い視
野に立って考
える場の提供

教育講演会等
の開催回数

１回×
150人

70 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

教育基本計画の実施
にあたり，市民の教
育に対する関心を醸
成する
その際，社会教育事
務局と共同で開催す
る

増
や
す

47
研修講座事
業

教育講演会周
知・参加者集
約

ポスター作成
配付部数

３００部 ３００部
教育講演会周
知・参加者集
約

ポスター作成
配付部数

３００部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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③
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③
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②
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④
継
続
性

教育指導課

47
研修講座事
業

学習指導の理
論と実践につ
いて研修し、
意欲的な学習
展開を図る指
導方法を探求

学習指導の理
論と実践研修
の開催回数

10回×
40人

9回×
453人

240

学習指導の理
論と実践につ
いて研修し、
意欲的な学習
展開を図る指
導方法を探求

学習指導の理
論と実践研修
の開催回数

10回×
40人

300 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

社会環境の変
化等に伴う児
童・生徒の抱
える多様な問
題に応じるた
め、一人ひと
りの児童・生
徒の心を理解
し、個に応じ
た指導方法等
の探求

児童・生徒理
解に係る研修
の開催回数

２回×
50人

1回×94
人

30

社会環境の変
化等に伴う児
童・生徒の抱
える多様な問
題に応じるた
め、一人ひと
りの児童・生
徒の心を理解
し、個に応じ
た指導方法等
の探求

児童・生徒理
解に係る研修
の開催回数

２回×
50人

60 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23

学校教育関係職員に
社会教育関係者を研
修対象として加えて
研修講座を実施する
また，他の教育機関
が主催する研修会の
活用する

維持

47
研修講座事
業

調和のとれた
主体的学校運
営を図る研修
を通して、学
校運営及び管
理の適正化と
効率化の推進

学校運営講座
の開催回数

２回×
35人

２回×
101人

60

学校経営の改
善・充実に向
けて管理職の
力量向上を図
る

学校経営講座
の開催回数

２回×
31人

60 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

支援教育に係
る教育のあり
方について理
念を学び、正
しい理解とそ
の指導力の向
上を図る

支援教育研修
会の開催回数

１回×
35人

１回×
70人

30

調和のとれた
主体的学校運
営を図る研修
を通して、学
校運営及び管
理の適正化と
効率化の推進

学校運営講座
の開催回数

１回×
40人

25 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

人権教育の理
解と認識を深
め、学校にお
ける人権・同
和教育を推進

人権・同和教
育講座の開催
回数

２回×
35人

２回×
67人

30

人権教育の理
解と認識を深
め、学校にお
ける人権・同
和教育を推進

人権・同和教
育講座の開催
回数

２回×
35人

25 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

情報教育に関
する知識技術
及びモラル向
上の推進

情報教育研修
会の開催回数

５回×
40人

５回×
191人

130

教育課題に係
る教職員の資
質向上を目的
にした研修講
座

学習指導講座
の開催回数

３回×
40人

90 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

新教育課程に
対応すること
のできる教職
員の資質向上
を目的にした
研修講座

教育課程教科
研修講座の開
催回数

２回×
35人

1回×51
人

30

新教育課程に
対応すること
のできる教職
員の資質向上
を目的にした
研修講座

学習指導講座
の開催回数

２回×
35人

60 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
研修講座事
業

教育問題解決
に向け実効的
な対応ができ
るようにする
研修講座

特別教育講座
の開催回数

２回×
35人

２回×
75人

教育問題解決
に向け実効的
な対応ができ
るようにする
研修講座

特別教育講座
の開催回数

２回×
35人

60 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23

学校教育関係職員に
社会教育関係者を研
修対象として加えて
研修講座を実施する
また，他の教育機関
が主催する研修会の
活用する

維持

47
研修講座事
業

夏季研修講座
の啓発・参加
者集約

ポスター作成
配付部数

５０部 ５０部
夏季研修講座
の啓発・参加
者集約

ポスター作成
配付部数

５０部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47
研修講座事
業

各学校におけ
る研究・研修
の質的な向上
を図るための
支援事業の展
開

教職員研修図
書購入費等の
配付箇所

３３カ所 ３２カ所 2,958

各学校におけ
る研究・研修
の質的な向上
を図るための
支援事業の展
開

教職員研修図
書購入費等の
配付箇所

３２カ所 3,150 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48 総
図書刊行事
業

研究の成果の発表及
び刊行に関するこ
と。

職員等
政
策

学習資料の
編さん事業

4,001

調査研究の成果を学
校教育には反映でき
たが，社会教育の分
野は課題がある。

Ａ 6,259 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す
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④
継
続
性

教育指導課

48
図書刊行事
業

教育指導員
学習資料集作
成等

1人配置 1,800 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
図書刊行事
業

小学校３・４
年生の「地域
学習」授業に
活用できる資
料集・指導書
の刊行・配付

小学生用社会
科資料集等の
発行部数

児童用
２，７０
０部、指
導用２０
０部

児童用
２，７０
０部、指
導用２０
０部

1,770

小学校３・４
年生の「地域
学習」授業に
活用できる資
料集の刊行・
配付

小学生用社会
科資料集等の
発行部数

2,700部 1,701 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
図書刊行事
業

小学校３・４
年生の「地域
学習」の指導
書刊行・配付

小学生用社会
科資料集等の
発行部数

２００部 420 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
図書刊行事
業

中学地域学習
の副読本の刊
行・配付

中学生用地域
学習副読本の
発行部数

２，８０
０部

２，８０
０部

1,367
中学地域学習
の副読本の刊
行・配付

中学生用地域
学習副読本の
発行部数

2,800部 1,617 可
必
要

不
可

不
可

有 有り

24
以
降

平成23年度発行分
で休刊予定，新規事
業として「地域学習
資料集編纂委員会」
を設立し実施する。
その際，非常勤嘱託
員の活用が可能。

増
や
す

48
図書刊行事
業

小学校３・４
年生の地域学
習に活用でき
る市及び県の
白地図の発
行・配付

小学生用地域
学習用白地図
の発行枚数

２種類×
7,100枚

２種類×
7,100枚

92

小学校３・４
年生の地域学
習に活用でき
る市及び県の
白地図の発
行・配付

小学生用地域
学習用白地図
の発行枚数

２種類×
7,100枚

139
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
図書刊行事
業

中学生の地域
学習に活用で
きる茅ヶ崎地
勢図の発行・
配付

中学生地域学
習資料の発行
部数

２，８０
０枚

２，８０
０枚

697

中学生の地域
学習に活用で
きる茅ヶ崎地
勢図の発行・
配付

中学生地域学
習資料の発行
部数

2,800枚 500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
図書刊行事
業

研究員会の研
究成果を集録
した冊子の刊
行・配付

研究集録の発
行部数

７００部 ３００部

研究員会の研
究成果を集録
した冊子の刊
行・配付

研究集録の発
行部数

７００部 拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
調査研究内容の周
知，啓発を図る

増
や
す

48
図書刊行事
業

教育研究所要
覧の作成・配
付

要覧の発行部
数

１００部 １００部
教育研究所要
覧の作成・配
付

要覧の発行部
数

１００部 拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
教育研究所の取り組
みを市民全体に啓発
していく

増
や
す

48
図書刊行事
業

教育情報の提
供、図書等の
紹介、研修会
案内等の研
究・研修情報
の発信

「教育研究所
だより」の発
行部数

１，３０
０部

１，３０
０部

75

教育情報の提
供、図書等の
紹介、研修会
案内等の研
究・研修情報
の発信

「教育研究所
だより」の発
行部数

１，３０
０部

82 拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
調査研究内容の周
知，啓発を図る

増
や
す

48
教育情報資
料収集・普
及事業

教育研究所設
置目的の遂行
に係る参考資
料等の収集・
整理

参考資料等の
収集・整理率

８０％ ８０％

教育研究所設
置目的の遂行
に係る参考資
料等の収集・
整理

参考資料等の
収集・整理率

９０％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
教育情報資
料収集・普
及事業

教育研究所設
置目的の遂行
に係る参考資
料等の収集・
整理

茅ヶ崎教育史
研究資料の収
集・整理率

７０％ ７０％

教育研究所設
置目的の遂行
に係る参考資
料等の収集・
整理

茅ヶ崎教育史
研究資料の収
集・整理率

７５%
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
教育情報資
料収集・普
及事業

各種研究報告
書等を中心に
収集・保管

各種研究資料
等の収集・整
理率

１００％ １００％
各種研究報告
書等を中心に
収集・保管

各種研究資料
等の収集・整
理率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
教育情報資
料収集・普
及事業

顕微鏡観察用
微小生物提供
事業

配付校数
15校×
６種類

16校×
６種類

顕微鏡観察用
微小生物提供
事業

配付校数
15校×
６種類

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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49 総

教育研修用
パーソナル
コンピュー
タ事業

教育に関する資料等
収集の拡充に関すこ
と。

小中学
校教職

員

内
部

606

教育用パーソナルコ
ンピュータの配備状
況に応じた，電子情
報の活用整備に課題
がある。

Ａ 675
現状維

持
なし 維持

49

教育研修用
パーソナル
コンピュー
タ経費

学校の情報活
用能力等育成
に向けた研究
推進

教育研修用パ
ソコンの管理
数

２台 ２台 606

学校の情報活
用能力等育成
に向けた研究
推進

教育研修用パ
ソコンの管理
数

２台 675
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

49

教育研修用
パーソナル
コンピュー
タ経費

教育用研修研
究資料等の電
子情報整備

文書蔵書検索
システムの
データ入力整
備率

３０％ ３０％
教育用研修研
究資料等の電
子情報整備

文書蔵書検索
システムの
データ入力整
備率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50 総
創意工夫作
品展開催事
業

市内小・中学生の創
意工夫作品展開催に
関すること。

市民
政
策

298

活動目標は達成して
いるが，家庭教育と
の接続に課題がある
（新たな活動展開の
可能性）

Ａ 328 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

50
創意工夫作
品展開催事
業

児童・生徒の
創造性と研究
心を培う場の
提供

「創意工夫・
研究作品展」
の開催日数

３日 ３日 61

児童・生徒の
創造性と研究
心を培う場の
提供

「創意工夫・
研究作品展」
の開催日数

３日 85
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

50
創意工夫作
品展開催事
業

「創意工夫・
研究作品展」
運営委員会の
設置・開催

運営委員会等
の開催回数

３回×
38人

３回×
38人

「創意工夫・
研究作品展」
運営委員会の
設置・開催

運営委員会等
の開催回数

３回×
38人

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50
創意工夫作
品展開催事
業

「創意工夫・
研究作品展」
の広報

ポスター作成
配付部数

３００部 ３００部
「創意工夫・
研究作品展」
の広報

ポスター作成
配付部数

３００部 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立小学校外の学校
及び他の市町村通学
児童・生徒も対象と
していく

増
や
す

50
創意工夫作
品展開催事
業

「創意工夫・
研究作品展」
の表彰状作
成・報償授与

表彰数 ６００枚 ６００枚 212

「創意工夫・
研究作品展」
の表彰状作
成・報償授与

表彰数 ６００枚 213 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 維持

50
創意工夫作
品展開催事
業

「創意工夫・
研究作品審査
会」設置・運
営

審査会開催回
数、審査員数

１回、
４０人

１回、
４０人 25

「創意工夫・
研究作品審査
会」設置・運
営

審査会開催回
数、審査員数

１回、
４０人 30

不
可

必
要

不
可

可 有 有り 23
審査員に産業振興及
び社会教育の関係者
を加え実施していく

増
や
す

50
創意工夫作
品展開催事
業

「研究作品集
録」の作成・
発刊

「研究作品集
録」の発行部
数

２００部 ２００部
「研究作品集
録」の作成・
発刊

「研究作品集
録」の発行部
数

２００部
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51 総
初任者等教
職員研修事
業

教職員
義
務

教職員研
修・研究

189

効果的な事業展開を
行ったが，新採用教
員の増加により活動
指標の達成にやや課
題が生じた。

Ａ 5,745 5
教職員研修・
研究

拡大 有り
増
や
す

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修基本研修受
講者調整・申
請

基本研修受講
者対象者の参
加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修基本研修受
講者調整・申
請

基本研修受講
者対象者の参
加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（２
年経験者）へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（２
年経験者）へ
の参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（５
年経験者）へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（５
年経験者）へ
の参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（15
年経験者）へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修
（15年経験
者）への参加
率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修（25
年経験者）へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

基本研修
（25年経験
者）への参加
率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

指定研修等へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

指定研修等へ
の参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センター指定
研修受講者の
調整・申請

指定研修等へ
の参加校数

３１校 ２７校

県立総合教育
センター指定
研修受講者の
調整・申請

指定研修等へ
の参加校数

３１校 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

管理職（校
長・教頭研修
講座）への参
加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

管理職（校
長・教頭研修
講座）への参
加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

新任総括教諭
等研修講座へ
の参加率

１００％ １００％

県立総合教育
センターの研
修を活用し、
教職員の資質
向上を図る

新任総括教諭
等研修講座へ
の参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

教育指導員

初任者及び1
年・2年・3
年・4年経験
者研修

３人配置 5,400 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51
初任者等教
職員研修事
業

市主催初任者
研修会の開催

初任者研修会
開催回数

49人×
10回

49人×
10回

38
市主催初任者
研修会の開催

初任者研修会
開催回数

43人×
10回

69 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
新採用教員の増加に
対応した研修会の充
実を図る

増
や
す

51
初任者等教
職員研修事
業

教特法第２３
条に基づく、
新採用職員研
修

校内研修・校
外研修の実施
数

校内研修
３００時
間、校外
研修２５
日

校内研修
３００時
間、校外
研修２５
日

教特法第２３
条に基づく、
新採用職員研
修

校内研修・校
外研修の実施
数

校内研修
３００時
間、校外
研修２５
日

5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

初任者研修拠
点校指導教員
連絡会の開催

連絡会開催回
数

拠点校8
人×8回

拠点校8
人×11
回

初任者研修拠
点校指導教員
連絡会の開催

連絡会開催回
数

拠点校8
人×8回 5

教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

初任者研修校
内指導教員連
絡会の開催

連絡会開催回
数

校内26
人×３回

校内36
人×３回

初任者研修校
内指導教員連
絡会の開催

連絡会開催回
数

校内26
人×３回 5

教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

新採用初年度
の研修をフォ
ローアップ
し、教師とし
ての資質向上
を図る

１年経験者研
修会開催回数

42人×
３回

42人×
３回

38

新採用初年度
の研修をフォ
ローアップ
し、教師とし
ての資質向上
を図る

１年経験者研
修会開催回数

49人×
３回

69 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
研修対象者の増加へ
の対応を図る

増
や
す

51
初任者等教
職員研修事
業

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る２年経験者
研修

２年経験者研
修会開催回数

39人×
１回

39人×
１回

38

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る２年経験者
研修

２年経験者研
修会開催回数

42人×
１回

69 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
研修対象者の増加へ
の対応を図る

増
や
す

51
初任者等教
職員研修事
業

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る３年経験者
研修

３年経験者研
修会開催回数

36×１
回

36×１
回

38

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る３年経験者
研修

３年経験者研
修会開催回数

39×１
回

69 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
研修対象者の増加へ
の対応を図る

増
や
す
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（
顧
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）
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業
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事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

51
初任者等教
職員研修事
業

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る４年経験者
研修

４年経験者研
修会開催回数

28人×
１回

28人×
１回

37

授業技術等の
教師としての
資質向上を図
る４年経験者
研修

４年経験者研
修会開催回数

36人×
１回

69 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
研修対象者の増加へ
の対応を図る

増
や
す

51
初任者等教
職員研修事
業

初任者研修の
しおり作成・
配付

作成配付部数 ７５部 １００部
初任者研修の
しおり作成・
配付

作成配付部数 ７５部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

夏季宿泊初任
者研修のしお
り作成・配付

作成配付部数 ７５部 １００部
夏季宿泊初任
者研修のしお
り作成・配付

作成配付部数 ７５部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

初任者研修報
告書の作成・
配付

作成配付部数 １００部 １００部
初任者研修報
告書の作成・
配付

作成配付部数 １００部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

１年経験者研
修報告書の作
成・配付

作成配付部数 １００部 １００部
１年経験者研
修報告書の作
成・配付

作成配付部数 １００部 5
教職員研修・
研究

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

教特法第２４
条・２５条に
基づく、教職
員経験１０年
者研修

校内研修・校
外研修の実施
日数

校内研修
２０日、
校外研修
２０日

校内研修
２０日、
校外研修
２０日

教特法第２４
条・２５条に
基づく、教職
員経験１０年
者研修

校内研修・校
外研修の実施
日数

校内研修
２０日、
校外研修
２０日

5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

小中学校の体
育指導の充実
に向け、各種
運動の特性を
生かした指導
法や実技講習

体育指導者講
習会への参加
校数

３１校 ３１校

小中学校の体
育指導の充実
に向け、各種
運動の特性を
生かした指導
法や実技講習

体育指導者講
習会への参加
校数

３１校 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

体育・保健体
育の学習指導
や運動部活動
等の指導方
法・実技指導
の講習

体育・保健体
育の学習指導
力向上研修等
への参加率

１００％ １００％

体育・保健体
育の学習指導
や運動部活動
等の指導方
法・実技指導
の講習

体育・保健体
育の学習指導
力向上研修等
への参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

保健・体力つ
くり・食教育
の具体的な課
題への共通理
解と研究・実
践を通して健
康教育の推進

健康教育関連
研修会等への
参加校数

３１校 ３１校

保健・体力つ
くり・食教育
の具体的な課
題への共通理
解と研究・実
践を通して健
康教育の推進

健康教育関連
研修会等への
参加校数

３１校 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

小中学校の体
育指導の充実
に向け、各種
運動の特性を
生かした指導
法や実技講習

体育指導者講
習会への参加
校数

３１校 ３１校

小中学校の体
育指導の充実
に向け、各種
運動の特性を
生かした指導
法や実技講習

体育指導者講
習会への参加
校数

３１校 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

体育・保健体
育の学習指導
や運動部活動
等の指導方
法・実技指導
の講習

体育・保健体
育の学習指導
力向上研修等
への参加率

１００％ １００％

体育・保健体
育の学習指導
や運動部活動
等の指導方
法・実技指導
の講習

体育・保健体
育の学習指導
力向上研修等
への参加率

１００％ 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
初任者等教
職員研修事
業

保健・体力つ
くり・食教育
の具体的な課
題への共通理
解と研究・実
践を通して健
康教育の推進

健康教育関連
研修会等への
参加校数

３１校 ３１校

保健・体力つ
くり・食教育
の具体的な課
題への共通理
解と研究・実
践を通して健
康教育の推進

健康教育関連
研修会等への
参加校数

３１校 5
教職員研修・
研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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348,683 348,683 409,372 409,372
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

52 総
青少年教育
相談室管理
運営

相談事業に関する必
要経費

児童・
生徒、
青少

年、保
護者、
教員

施
管

青少年教育
相談室管理
運営

301
適切に執行でき、成
果が出ている。 Ａ 333 4

青少年教育相
談事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

52
青少年教育
相談室管理
運営

相談室の管理
運営に係る諸
経費

相談業務の環
境整備

1 1 301
相談室の管理
運営に係る諸
経費

相談業務の環
境整備

1 333 4
青少年教育相
談事業

拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 相談室の増室
増
や
す

52
青少年教育
相談室管理
運営

相談室内事例
研究会

回数 12回 ６回
相談室内事例
研究会

回数 6回 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52
青少年教育
相談室管理
運営

青少年教育相
談事業等説明
会

回数 1回 １回
青少年教育相
談事業等説明
会

回数 1回 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52
青少年教育
相談室管理
運営

関係機関と連
携することに
より児童・生
徒の健全育成
を図る

回数 5回 ８回

関係機関と連
携することに
より児童・生
徒の健全育成
を図る

回数 ８回 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52
青少年教育
相談室管理
運営

相談統計 回数(月毎） 1回 １回 相談統計 回数(月毎） 1回 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 総
青少年教育
相談事業

激しく変化する社会
を反映し、複雑化・
多様化する相談内容
に適切かつ迅速に対
応し、児童・生徒、
青少年の全人的発達
を図る

児童・
生徒、
青少

年、保
護者、
教員

政
策

10,729

複雑化・多様化する
相談内容に適切かつ
迅速に対応でき、成
果は上がっている。

Ａ 11,637 4
青少年教育相
談事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

53
青少年教育
相談事業

相談事業に係
る諸経費

スーパーバイ
ザーによる相
談指導研修等

10回 10回 160
相談事業に係
る諸経費

スーパーバイ
ザーによる相
談指導研修等

10回 160 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53
青少年教育
相談事業

心理相談 相談件数 1541件 1884件 4,470 心理相談 相談件数 1884件 6,780 4
青少年教育相
談事業

拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
相談時間・相談員
（非常勤嘱託員）の
更なる増員

増
や
す

53
青少年教育
相談事業

一般教育相談 相談件数 376件 430件 3,360 一般教育相談 相談件数 430件 1,920 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53
青少年教育
相談事業

青少年教育相
談

相談件数 376件 430件 1,080
青少年教育相
談

相談件数 430件 1,080 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53
青少年教育
相談事業

巡回教育相談 相談件数 21件 8件 39 巡回教育相談 相談件数 8件 40 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53
青少年教育
相談事業

不登校児童・
生徒訪問相談

相談件数 19件 114件 1,620
不登校児童・
生徒訪問相談

相談件数 114件 1,657 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54 総
心の教育相
談事業

児童・生徒の身近
に、第三者的な存在
となり得る相談員を
配置し、主に児童・
生徒の悩み相談・話
し相手となり、生徒
のストレスを和ら
げ、心に安らぎを与
え、学校の相談体制
の情実を図る

児童・
生徒、
保護

者、教
員

政
策

心の教育相
談事業

18,550

学校の相談体制の情
実を図ることがで
き、成果が上がって
いる。

Ａ 19,038 4
青少年教育相
談事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す
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事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

54
心の教育相
談事業

相談事業に係
る諸経費

相談用電話数 13回線 13回線 560
相談事業に係
る諸経費

相談用電話数 13回線 593 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54
心の教育相
談事業

小学校児童の
悩み相談、話
し相手とな
り、不安・ス
トレス等を和
らげる

相談件数
12,762
件

18,612
件

8,875

小学校児童の
悩み相談、話
し相手とな
り、不安・ス
トレス等を和
らげる

相談件数
18,612
件

10,710 4
青少年教育相
談事業

拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22 相談日数の拡大
増
や
す

54
心の教育相
談事業

中学校児童の
悩み相談、話
し相手とな
り、不安・ス
トレス等を和
らげる

相談件数
11,435
件

12,516
件

9,115

中学校児童の
悩み相談、話
し相手とな
り、不安・ス
トレス等を和
らげる

相談件数
12,516
件

7,735 4
青少年教育相
談事業

拡大
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22 相談日数の拡大
増
や
す

55 総
スクールカ
ウンセラー
活用事業

学校における教育相
談体制の充実を図る
ことを目的とし、ス
クールカウンセラー
を活用する際の諸課
題の調査研究を行う

児童・
生徒、
保護

者、教
員

義
務

85

スクールカウンセ
ラーを活用する際の
諸課題の調査研究を
行うことができ、成
果は上がっている。

Ａ 65 4
青少年教育相
談事業

現状維
持

なし 維持

55
スクールカ
ウンセラー
活用事業

小学校におけ
る教育相談体
制の充実を図
る

相談件数 783件 551件

小学校におけ
る教育相談体
制の充実を図
る

相談件数 551件 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55
スクールカ
ウンセラー
活用事業

中学校におけ
る教育相談体
制の充実を図
る

相談件数 4725件 4419件 85

中学校におけ
る教育相談体
制の充実を図
る

相談件数 4419件 65 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56 総
あすなろ教
室管理運営

何らかの心理的・情
緒的な原因により、
客観的な理由が見い
だせないまま学校に
登校しない、あるい
は登校したくともで
きない状態にある児
童・生徒を対象とし
て、人間関係の改
善、自立心の確立、
情緒の安定をねらい
として、基本的生活
のリズムや習慣を取
り戻させ、登校でき
るように支援する

公立
小・中
学校に
在籍す
る児

童・生
徒

政
策

7,693

不登校状態にある児
童・生徒に対して支
援することができ、
成果をあげている。

Ａ 7,668 4
青少年教育相
談事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

56
あすなろ教
室管理運営

あすなろ教室
に係る諸経費

通室児童生徒
数

20人 35人 999
あすなろ教室
に係る諸経費

通室児童生徒
数

20人 889 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56
あすなろ教
室管理運営

不登校児童・
生徒が、様々
な体験を通し
て、学校復帰
できるよう支
援する

通室人数 20人 35人 6,694

不登校児童・
生徒が、様々
な体験を通し
て、学校復帰
できるよう支
援する

通室児童生徒
数

20人 6,308 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56
あすなろ教
室管理運営

不登校児童・
生徒及び保護
者への効果的
な支援の在り
方についての
スーパーバイ
ズ等

回数 9回 12回

不登校児童・
生徒及び保護
者への効果的
な支援の在り
方についての
スーパーバイ
ズ等

回数 12回 471 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

57 総
特別支援教
育相談事業

特別支援教育の円滑
な運営を図るため、
特別教育支援相談員
を設置し、児童生
徒、保護者及び教職
員への相談、助言及
び指導を行う。ま
た、学校等の指導内
容及び方法に関する
指導、助言を行う。

公立
小・中
学校に
在籍す
る児童
生徒、
保護

者、教
職員

政
策

特別支援教
育相談事業

5,654 Ａ 7,059 4
青少年教育相
談事業

拡大 なし 22
増
や
す
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③
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③
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今後の事業展開

教育指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育指導課

57
特別支援教
育相談事業

特別支援教育
相談員を設置
し、児童生
徒、保護者、
教職員への相
談、助言、指
導を行う。

相談件数 5,654

特別支援教育
相談員を設置
し、児童生
徒、保護者、
教職員への相
談、助言、指
導を行う。

相談件数 7,059 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

57
特別支援教
育相談事業

学校等の指導
内容及び方法
に関する指
導、助言を行
う。

相談件数 ２５０件 ２８２件

学校等の指導
内容及び方法
に関する指
導、助言を行
う。

相談件数 ３００件 4
青少年教育相
談事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


